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本稿は，大塚モスク及び日本イスラーム文化センター（Japan Islamic Trust：ＪＩＴ）のシリア難

民支援の活動を事例に，日本とトルコ，シリアをつなぐ支援のネットワークがどのように築かれた

かを一次資料及び関係者への聞き取り調査の分析から明らかにするものである。ＪＩＴのシリア難民

支援は，シリアの隣国トルコを拠点とするシリア人ＮＧＯとの連携の下，主にシリア北部の国内避

難民へ届けられていた。こうした連携は，ＪＩＴ事務局長のＡ氏や滞日シリア人Ｂ氏の個人的なネッ

トワーク及びＳＮＳを介した情報共有とその精査により実現している。連携対象のシリア人ＮＧＯは

「政治的な関わり」を有さず「宗教を極端にやって」いない非営利の組織であり，シリア内戦下で暗

躍したイスラームの過激派を警戒する姿勢と，日本社会における移民としての自らの立場を意識す

る姿勢が反映されたものであると考えられる。加えて，ＪＩＴのシリア難民支援へは日本人からも寄

付が寄せられており，日本社会との接点の中で実現していた。Ａ氏や活動に参加する滞日ムスリム

からは，「ご近所」や「隣人」が困っている際には手を差し伸べ助ける，というイスラームの教えに

ついての語りが聞かれ，彼らにとって「ご近所」の範囲は融通無碍に伸び縮みし，グローバルな広

がりを見せるものであることを指摘した。

１　はじめに

⑴ 問題の所在

日本には約 ２０ 万人のムスリム人口が存在し，１００ 以上のモスクがあるが（店田， ２０１９：２６０； 岡

井， ２０１８：１８２），地域活動に参加したり，国際的な活動を展開するモスクや関連する社会組織は少な

い。本稿で取り上げる大塚モスク及び日本イスラーム文化センター（Japan Islamic Trust：ＪＩＴ）は

国内外において主に慈善分野において様々な活動を展開しており，中でもシリア難民支援は，トル

コに拠点を置くシリア人ＮＧＯ ＊１ との連携を経て主にシリア国内へ届けられている。本稿の目的は，

ＪＩＴのシリア難民支援の活動を事例に，日本とトルコ，シリアをつなぐ支援のネットワークがどの

ように築かれたかを明らかにすることである。
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これまで日本のムスリム社会やムスリムによる社会組織については，移民受け入れや多文化共生

の観点から広く議論されてきた。特に，１９８０ 年代後半になると日本には外国人労働者が多数流入す

るようになり，主にイランやパキスタンなどイスラーム圏の人々が多数を占めていく。滞在長期化

に伴い，彼らの生活や就労，コミュニティ形成などについての研究が進み，多様な生存戦略の側面

が明らかにされてきた（福田， ２０１２； 水上， ２０１８）。多くの場合，モスクに付随して立ち上げられる社

会組織は「イスラーム団体」と称され，祖国とのつながりを保持する役割が果たされていることや，

これを通じて「取り結ばれる社会関係のありよう」が論じられてきた（福田， ２００７：６６； 岡井， ２０１８：

１９６）。

こうした滞日ムスリムを含む日本の移民研究では，エスニシティへの着目が主流であり，これを

基盤とする社会ネットワークの構築や宗教団体の活動，個人の生活や就労についての研究が蓄積さ

れてきた。また，トランスナショナルなネットワークについては，日系ブラジル人と祖国ブラジル，

パキスタン移民と祖国パキスタンのように，移民と彼らの祖国との二国間を中心に論じられてきた

（梶田ほか， ２００５； 福田， ２０１２）。したがって，移民のエスニシティを超えたより広い空間と彼らとの関

係性（滞日ムスリムの場合にはイスラーム世界との関係性）について，問題とされることはあまりなかっ

た。

滞日ムスリムとイスラーム世界との関係性を考える際には，ムスリム一人ひとりが包摂されるウ

ンマ（イスラーム共同体）の概念を念頭に置く必要がある。これはあくまで理念上の共同体概念であり，

位階秩序の存在しないイスラームにおいて，これを統率する最高指導者なり組織は存在しない（小

杉， １９９４：１４６－１４７）。しかしながら，１９８０ 年代頃よりアフリカで起きた大旱魃やアフガニスタンでの

紛争激化を背景に，ムスリム同胞すなわちウンマへの連帯を示すような支援活動の国際的展開が加

速化した。これらはトルコや湾岸諸国，欧米などでムスリムやムスリム移民により設立され，イス

ラームの信仰に根ざした活動を展開するＦＢＯ（Faith-based Organization）という形で可視化されて

いく。中でも越境的な活動を展開するものはトランスナショナル・ムスリムＮＧＯとして，イスラー

ムの信仰に根ざす活動の多様な側面が論じられてきた（Bornstein， ２００３； Petersen， ２０１２； ２０１６； Erdal 

and Borchgrevink， ２０１７）。これらが展開するイスラーム的な援助は，同胞や連帯の概念に軸を置き，

全てのムスリムをグローバルなウンマの下で団結させる特徴を有することが指摘される（Petersen，

２０１６：１３）。こうした見方をＪＩＴに援用することは可能であり，ＪＩＴをＦＢＯとして見れば，その活

動が越境性を有し移民のエスニックを超えた空間で展開されることは何ら特筆すべきことではない。

中でもムスリム移民が担うトランスナショナル・ムスリムＮＧＯについての研究は，宗教と開発

の議論に位置づけられる。イスラームが義務行為として喜捨を設定しているように，慈善行為と密

接に関連するイスラームの理念や指針は，ムスリム移民が開発へ従事する際の動機となるだけでな

く，人道支援や持続的開発，教育への投資やインフラ整備などへの従事に対しても動機を与える

もので，世俗的で人間主義的な考えと多くを共有することが指摘される（Erdal and Borchgrevink， 

２０１７：１４３）。これを示す主要な事例として移民の送金が果たす祖国開発は多数論じられてきたもの

の，これがエスニックな関係性を超越し，人道支援を担うものとして興隆していることは移民研究

の立場から十分に取り組まれているとはいえない（Rosenow-Williams and Sezgin， ２０１８）。数少ない事
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例も欧米に集中するという地域的な偏りがあり，シリアのように紛争が継続している状況下におい

て，シリア出身者に留まらないムスリム移民によって取り組まれる越境的な人道支援を追うものは

未だ見られない。

本稿は，ＪＩＴをトランスナショナル・ムスリムＮＧＯとして捉え，その越境的な人道支援活動と

してのシリア難民支援の展開を詳細に描いていく。その際に乗り越えるべきは，上述したＦＢＯ研

究と，滞日ムスリムを対象とする日本の移民研究を折衷しつつ，両者の領域を横断することである。

これらはいずれも共通項を多数持ちながら，研究上の関心が異なるがゆえに別個の領域上で扱われ

る傾向にあった ＊２。本稿では，ＪＩＴをＦＢＯの一つとして捉え，滞日ムスリムを対象にする移民研

究及びシリア難民を対象にする難民研究の総合的な視点から，シリア危機をめぐる日本・トルコ・

シリアの越境的なネットワークを解明していく。

ＪＩＴの活動は，世界各地のムスリム同胞に対する支援の側面が強いものの，２０１１ 年に発生した

東日本大震災（以下，３．１１）の際の被災者支援や地域のホームレス支援への積極的な関与などからは，

宗教やエスニシティの差異を超えて支援の手を差し伸べようとする姿勢が見られる。シリア難民支

援に際しても，滞日ムスリムへの呼びかけに留まらず，日本語での発信や地域の行事に参加して資

金集めを行うなど，日本社会との接点が多数発生している。こうした接点の積み重ねに着目し，滞

日ムスリムと日本社会との関係性についても検討したい。

⑵ 調査対象及び調査の概要

本稿の調査対象は日本の東京都豊島区に位置する大塚モスクとＪＩＴ，及びＪＩＴが連携するトルコ

のイスタンブルと南部都市ガズィアンテプに位置するシリア人ＮＧＯである。組織名に実名を使うこ

とについては，各団体の代表より許可を得ている。ＪＩＴは １９９４ 年に設立された非営利団体であり，

当初は池袋の雑居ビルに本部を置き，礼拝も行っていた。これが手狭になったことを受けて，１９９９

年に大塚のビルが購入され，本部が大塚に移されると同時に大塚モスクが誕生する ＊３。１９９７ 年には

文化庁に宗教法人として登録されており，その活動は幼稚園やインターナショナルスクールの運営，

墓地の管理やハラール認証の活動，国内外での人道支援など多岐にわたる。都心部にあり，礼拝に

は ２５ カ国ほどの多様な人々が訪れることから，多国籍の空間であることがわかる（岡井， ２０１８：１９０）。

ＪＩＴの会長・事務局長ともにパキスタンの出身で，それぞれ １９６３ 年と １９９０ 年に留学のために

来日して以来日本に暮らしており，滞日歴の長いパキスタン人を中心に日本人も加わって運営が行

われている（岡井， ２０１８：１８９）。また，ＪＩＴが設立したインターナショナルスクールの校長は滞日シ

リア人のＢ氏が務めており，ＪＩＴとシリア人との接点が窺える。本稿では，Ｂ氏とＪＩＴ事務局長の

Ａ氏に，２０１８ 年４月 １３ 日と ２０２０ 年５月 ２９ 日に実施した個別の聞き取り調査のデータを使用して

いる。

トルコにおいては，２０１８ 年８月にイスタンブル県とガズィアンテプ県の中心市にてＪＩＴが連携

しているシリア人ＮＧＯの他，その他の関連するシリア人ＮＧＯへ訪問した。イスタンブル市では４

つ，ガズィアンテプ市では６つの合計 １０ のシリア難民により運営されるシリア人ＮＧＯを訪問し ＊４，

代表及び職員に聞き取り調査を実施した。シリア人ＮＧＯはいずれもトルコで組織登録をしている
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が，その活動はイスタンブルに拠点を置く１つを除いてシリア国内で展開されており，トルコとシ

リアを頻繁に行き来する職員もいた。ガズィアンテプ県は人口 ２０８ 万 ５７９５ 人（２０２１ 年 １０ 月 １４ 日時

点）＊５ のシリアと国境を接する南部の県であり，シリアの反体制派の最後の拠点とされるイドリブ県

まで車で行き来することができる。ガズィアンテプ県はシリア人 ４５ 万 ８４９５ 人（２０２１ 年 １０ 月 １４ 日時

点）の一時的保護を担う都市であり，この数はイスタンブル県に次いで多く ＊６，シリア人ＮＧＯの多

くが拠点を置く場所でもある。ガズィアンテプ市のシリア人ＮＧＯはシリア難民支援の最前線に位置

しており，国際的な連携を含む彼らの活動の展開に着目するには適した場所であるといえる。

なお，トルコは寛容な姿勢の下でシリア難民の受け入れを続けているものの，あくまでも一

時的な保護というステイタスで対処しており，彼らの定住に向けた取り組みは進んでいない（今

井， ２０１９：２４６）。シリア難民支援に際しては，政府機関である災害・緊急時対応庁（Disaster and 

Emergency Management Presidency：ＡＦＡＤ）が先頭に立ち，国連や国際ＮＧＯとの協働が図られてい

る。また，支援に伴うシリア国内へのアクセスは，ＡＦＡＤとトルコのＮＧＯであるトルコ赤新月社

（Turkish Red Crescent），人権・自由・人道的支援財団（ＩＨＨ：Humanitarian Relief Foundation）を除

いてシリア人ＮＧＯのみ可能である。シリア人ＮＧＯを論じるにあたり，個人情報の特定を避けるた

め，個人名を出すことはせず本稿に必要と考えられる最低限の情報に留める。ＪＩＴや滞日シリア人

の情報についても同様とする。

以上，本研究の調査対象と調査の概要について示した。続いて第２節では，滞日シリア人の概要

を示した上で，ＪＩＴによるシリア難民支援の展開について論じる。第３節では，シリア人ＮＧＯと

ＪＩＴとの連携がどのように実現しているかを明らかにする。シリア危機が滞日ムスリムにとっては

重層的に共有されるものである点についてもここで指摘し，ＪＩＴのシリア難民支援の活動を，彼ら

の語りに現れる「ご近所」概念とともに論じていく。

２　滞日ムスリム・コミュニティによるシリア難民支援：
　　大塚モスク・ＪＩＴを中心に

⑴ 滞日シリア人の概要

日本には，２０１８ 年６月末の時点において推定で約 １５ 万 ７０００ 人の外国人ムスリム，日本人ムス

リム４万 ３０００ 人の計約 ２０ 万人のムスリムが滞在しているとされる（店田， ２０１９：２６０）。外国人ム

スリムの中でも人口が多いのは，法務省の在留外国人統計（２０２０ 年 １２ 月末）によるとインドネシ

ア（６万 ６８３２ 人），パキスタン（１万 ９１０３ 人），バングラデシュ（１万 ７４６３ 人）などである。シリア人

については，２０２０ 年 １２ 月末時点で合計 ９７０ 人が日本に滞在しており，内戦前の ２０１０ 年には １８８

人，２０１５ 年には ５１７ 人と，内戦から９年間でその数は５倍近くに増加していることがわかる（図１）。

これは「特定活動」を理由とする滞日シリア人の増加によるものであり，０．４％（２０１８ 年）と非常に

低い日本の難民認定率を背景に，人道上の理由から滞在許可を得ているシリア人の存在が示されて

いると考えられる ＊７。また，シリア人留学生については，２０１６ 年５月に日本政府が表明した中東支

援策の一つである「シリア平和への架け橋・人材育成プログラム（Japanese Initiative for the future of 
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Syrian Refugees：ＪＩＳＲ）」が開始されたことで，２０１７ 年以降は増加傾向にある。

通常の移民過程については，一時的な若年労働移民層が中心となる第一段階の移民が，滞在の長

期化に伴う互助の必要性を背景にして社会的ネットワークを生じさせ，移民先での様々な独自機関

の創設を実現していくとされる（カースルズ・ミラー， １９９６：２６－２７）。しかし，現在も滞日シリア人の

数は少なく，内戦以前から来日していた人々も ２００ 人未満と決して多いとはいえない。内戦以降は

断続的に増加してきたが，彼らの居住は大都市圏に分布しており ＊８，一つの地区に集中し大きな居住

区を形成しているわけでもない。そのため，滞日シリア人が組織するエスニックな団体は，内戦以

降にシリア難民支援を目的に設立された小規模なものがいくつか存在するのみである。例えばシリ

ア人留学生４名が中心となって ２０１４ 年に設立されたシリアン・ハンズ（Syrian Hands）が挙げられ

る。これらは，内戦を契機に滞日シリア人のネットワーク形成が本格化したことを示している。そ

の過程では，内戦前に各自がモスクや職場などで築いていたネットワークも，活動に生かされたと

考えられる。
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⑵ シリア危機の経緯とＪＩＴによるシリア難民支援の開始

今世紀最大の人道危機と称されるシリア内戦は，約 １０ 年の時を経て，アサド政権の軍事的勝利

が明確になりつつある。その発端は，２０１１ 年に中東地域に吹き荒れた民主化要求のデモ「アラブの

春」である。デモは政権側と反体制側の間で泥沼の内戦と化し，国民の半数以上が家を追われ，国

内避難民は ６７０ 万人以上に達している ＊９。また，トルコにはシリア難民約 ３７０ 万人が居住しており，

５年連続で世界最大の難民受け入れ国となっている ＊１０。

ＪＩＴのシリア難民支援は ２０１２ 年から開始されているが，それ以前より国内外では活発な活動

が展開されていた。国内においては，ホームレスへの炊き出しや幼稚園の運営，ボーイスカウト・

ガールスカウトの立ち上げまで様々である（岡井， ２０１８：１９０－１９２）。３．１１ の際には，迅速な人道支援

が実施されたことも明らかにされており，発生からわずか２日後の３月 １３ 日には支援物資を載せ

たトラックを第一便として被災地へ送っている（子島， ２０１４：１０）＊１１。国外の活動においては，２００１

年からアフガニスタン難民支援が始められ，インドネシアのアチェ地震・津波の際や，イランで起

きたバム地震の際にも支援を送っている。２０１２ 年からはシリア難民支援に加え，ロヒンギャ難民支

援も開始された。

ＪＩＴのシリア難民支援開始において中心的な役割を果たしたのが，ＪＩＴの事務局長であるＡ氏

と，滞日シリア人のＢ氏である。シリア内戦が始まると，Ａ氏はシリア人の友人にすぐ連絡を取っ

た。Ａ氏は，その友人と日本に留学をしていた際に知り合い，その友人は既にシリアへ帰国してい

たが，交流は続いており，互いに信頼できる人物であった。Ａ氏がその友人に連絡を取り，シリア

のために何か活動をしたいと話したことから人を紹介してもらうなど人脈が広げられ，活動は本格

化していく。Ｂ氏は大学院への留学のため ２００６ 年に来日し，普段から大塚モスクへは礼拝のため

に訪れていた。Ｂ氏はＡ氏の活動を手伝い，自らも先述のシリアン・ハンズのメンバーとして活動

するなど，主体的に動き始めた。ＪＩＴとシリア人との関係性は，Ａ氏の個人的な人的ネットワーク

や大塚モスク内において，シリア内戦以前から既に存在していたことがわかる。Ａ氏はＪＩＴのこれ

までの国内外での豊富な支援経験の蓄積を強調し，シリア難民支援も迅速に開始したことを説明し

た ＊１２。

２０１４ 年頃からはＡ氏とＢ氏が中心となってＪＩＴのシリア難民支援が担われるようになり，その

際には「Most Needed（最も支援を必要とする人々）を支援する」との信念が反映された ＊１３。結果的

に，ＪＩＴの支援対象者は近隣諸国へ逃れた人よりも脆弱な立場にあると判断されたシリア国内の国

内避難民に集中していく。彼らへ支援を届けるために連携されたのが，トルコに拠点を置くシリア

人ＮＧＯであった。その際には，通常の支援組織が容易に行くことのできない場所で，支援の届きに

くい人への提供が可能な団体を積極的に選ぶとＡ氏は話した ＊１４。シリア人ＮＧＯの中でも，南部ガ

ズィアンテプ県に拠点を置くものはシリア北部へ越境して支援活動を展開しているものが多い。シ

リア北部には幾度となく避難を経験した脆弱な人々が多数存在しており，彼らへのリーチが可能な

シリア人ＮＧＯが選好されて連携につながったことが窺える。

また，Ａ氏は連携の基準について，「政治的な関わりのある団体」や「宗教を極端にやっている

ところ」を避けていると説明し，慎重な判断が行われていた。こうした判断の背景の一つには，シ
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リア内戦が様々なイスラーム過激派を暗躍させたことと関係していると考えられる。シリア人ＮＧＯ

の活動範囲であるシリア北部は，主にトルコが支援する国民解放戦線（al-Jaysh al-Waṭanī al-Sūrī）と

「シリアのアル＝カーイダ」と称されるシャーム解放機構（Hay’a al-Taḥrīr al-Shām）が事実上の支配

下に置いている。また，その他の様々な過激派勢力が一部は武装勢力として集結しており，彼らの

中にはイスラームの信仰に基づく国家形成を目指そうとするものもある。シリア人ＮＧＯは活動の

中で彼らと接触する機会が十分にあり，必要であれば交渉や取引をするかもしれない。そうであれ

ばなおさら，日本から届ける支援が彼らを利するものとならないよう，連携においてはイスラーム

の過激な思想も政治的な関わりも有していない組織を慎重に選ぶ必要がある。

もう一つには，日本社会に移民として存在する自らの立場を少なからず意識していることが関係

していると考えられる。ＪＩＴ関係者は，２００１ 年９月 １１ 日にアメリカで起きた同時多発テロ事件の

際には世界的なイスラームフォビアの広がりにより自らをめぐる状況はあまり良くなかったとした

上で，３．１１ の際の積極的な被災者支援の活動を通じて，社会に認められたという思いを述べている

（子島， ２０１８：２０）。シリア難民支援において過激派との関係性が疑われるようことがあれば，ＪＩＴが

築いてきた日本社会との信頼関係は失われかねない。慎重な連携先の選定の背景には，日本社会に

移民として生きる自らの基盤を大切にし，これを維持したいとの意思が垣間見られる。

ＪＩＴのシリア難民支援における主な活動領域は，日本国内におけるファンドレイジング・キャン

ペーンの実施を通じた資金調達と，トルコを拠点に活動するシリア人ＮＧＯとの連携を通じて資金や

物資の提供を行う活動の２つである。前者は，国内イベントへの参加やシリアン・ハンズを通じた

シリア人女性の制作した手工芸品などの販売，ラマダーン月（断食月）の資金調達キャンペーンが実

施されている ＊１５。ラマダーン中は最も資金の集まる時期で，活動は一層活発になる。２０１２ 年から

は毎年「ウィンター・キャンペーン」が実施されており，厳しい冬を脆弱な生活環境で過ごすシリ

ア難民に，暖房に使用するガスや毛布などを購入するための資金集めが実施されている。冬季には

何度も行われる場合もあり，必要と判断された時期にアドホックに実施されていることがわかる。

３　トルコを拠点とするシリア人ＮＧＯとの連携

⑴ ＪＩＴと連携するシリア人ＮＧＯの概要

ＪＩＴはこれまでにトルコに拠点を置く４つのシリア人ＮＧＯと連携しており，日本からの支援を

届けてきた。概要は以下のとおりである（表１）。また，モルハム・チーム以外は国連人道問題調整

事務所（ＯＣＨＡ）との協力関係にあり，同じ分野で活動を行う場合でも，活動地域や内容を調整す

ることで棲み分けを図っていた。

ビナー協会の代表は，シリアでは活動家として知られ，「ダマスカスの春（rabī‘ Dimashq）」＊１６ へ

の関与により ２００６ 年から４年間を刑務所で過ごした著名な人物である。ビナー協会は，代表を筆

頭にトルコに逃れたシリア難民を中心にイスタンブル市で設立された。主な活動はトルコにおける

シリア人同胞への支援であるが，トルコ人を対象としたアラビア語講座開講などの事業も実施して

おり，地域社会との友好的な関係構築にも力を入れている。ＪＩＴは資金援助を通じて，ビナー協会
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の担うシリア難民向けの事業を支援している。

シリア女性協会は主にＪＩＴと協働するシリアン・ハンズが連携するもので，活動はハタイ県のア

ンタキヤが中心である。トルコへ逃れたシリア人女性によって設立され，主な活動はシリア難民女

性への心理的サポートや縫製技術の取得をはじめとする職業訓練であり，日本ではシリアン・ハン

ズが協会の難民女性が制作した手工芸品などを販売している。

ＳＥＭＡ（Syrian Expatriate Medical Association）はトルコへ逃れたシリア人医師によって ２０１１ 年

にトルコで設立されたＮＧＯ ＊１７ で，主な活動は反体制派支配地域での病院や予防接種センター運営，

プライマリー・ヘルスケアや妊産婦支援の実施である。ＪＩＴは ２０１３ 年１月と４月に医療用ベッド

や車椅子などの医療物資を船舶輸送にて支給している。ＳＥＭＡはＪＩＴから送られた物資を受け取

り，シリア国内の病院へ届けてきた。聞き取り調査によれば，ＪＩＴが連携していたＮＧＯの中では

唯一ＳＥＭＡの職員一名が内戦前のシリアで慈善活動に従事していた。この職員は，２０１６ 年にトル

コへ逃れ，ＳＥＭＡで活動するラッカ出身のシリア人医師である。彼は，アレッポ大学で医学を専攻

し修了した後，病院勤務の傍らラッカのメディカル・センターにて，ボランティアとして医療活動

に従事していた。

同じく反体制派支配地域で活動するモルハム・チームは，内戦下で市民への支援活動を続けた活

動家の名前に因み，彼の友人を中心にして設立された。トルコでは ２０１５ 年に正式に登録されている。

主な活動は反体制派支配地域におけるケース別・スポンサーシップ活動とキャンペーン活動で，世

界中の支援者（主に離散シリア人）からインターネットを介したファンドレイジング機能を用いて資

金が調達されている。ＪＩＴとの連携は，モルハム・チームが運営するシリア北部イドリブ県ハファ

スラジャ（Ḥafasuraja）の幼稚園に見られる。幼稚園は，２０１８ 年の１年間ＪＩＴによる支援だけで運

営され，机や鞄などの物資や資金提供がＪＩＴにより担われてきた。この他にも，ＪＩＴが集めた資金

により，ラマダーン月には羊肉，冬には暖房用のガスや毛布などが購入され，提供されている。

これらのシリア人ＮＧＯの中で，内戦前に慈善活動などのＮＧＯ活動経験のある人物は，先述した

ＳＥＭＡの医師一人を除いて他にはいなかった。つまり，トルコで新たに設立されたシリア人ＮＧＯ

の多くは，ＮＧＯ運営に関わる資金獲得や活動計画策定の知識を持ち合わせていなかった人々による

もので，組織運営について試行錯誤してきたと考えられる。事実，ＳＥＭＡの場合は医者や看護師が

従事者の大半を占め，モルハム・チームの場合は政治的な活動とは無縁であった学生同士で設立さ

れたものであり，内戦前はそれぞれの専門分野で働いていたり，学生であったことがわかる。一方

で，反体制派の一人として投獄も経験したビナー協会の代表のように，内戦前から反体制運動に身

を投じていたシリア人による組織形成も一部で見られた。総じて，これらのシリア人ＮＧＯは，いず

れもシリア人の強いナショナルな同胞意識の下で運営されている。イスラームを前面に出してはい

ないが，これらを担うのはムスリムである離散シリア人であり，ラマダーン月には活動が一層活発

化するなど，信仰との関係性は排除されない。また，活動資金には離散シリア人の寄付が大部分を

占めており，シリア人ディアスポラの広域なネットワークが背後に存在することも明らかである。
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⑵ ＪＩＴとの連携にみる人的ネットワークの形成

さて，ＪＩＴとシリア人ＮＧＯとの連携は，滞日シリア人で大塚モスクに通っていたＢ氏がキーパー

ソンとなり，ＪＩＴ事務局長Ａ氏の強力なイニシアチブの下で本格化していった。例えばモルハム・

チームとの連携は，チームの一人がＢ氏とＳＮＳでつながっていたことから展開した。ＳＥＭＡにつ

いても，ＳＮＳを通じて連絡が取られて連携が始められている。Ｂ氏はＳＮＳなどインターネット上

でシリア人ＮＧＯの活動を調査し，彼らの活動について信頼が置けるかどうかの見極めを行ってい

る ＊１８。

これまでの連携は，信頼の置ける人物からの個人的な紹介によって，またはＢ氏がＳＮＳを調べて

活動内容を十分に把握できたものとの間で実現している。いずれもお互いが物理的に対面すること

なく連携が決まっているが，ＳＮＳは内戦により離散した彼らをつなぐ唯一の手段であり，これを通

じた情報のやり取りは彼らにとって非常に身近なものである。また，シリア人ＮＧＯの多くもＳＮＳ

やホームページ上で支援の詳細を開示しており，いつどこで誰に支援が届けられたのか，またその

支援は誰が提供したものかを写真と共に掲載する場合が多い。ＪＩＴも同様に日本語と英語双方で詳

細な情報開示を行なっている。

さらにいえば，ＪＩＴのシリア難民支援活動を支持する者は，大塚モスクに集う多国籍の滞日ムス

リムに限らない。Ａ氏によれば，ＪＩＴのシリア難民支援には，日本人からも寄付を通じた支援が寄

せられるという ＊１９。ＪＩＴの活動にはこれまでも地域住民がボランティアとして参加してきた。始ま

りは，ＪＩＴが位置する谷根千エリア（文京区から台東区の谷中・根津・千駄木周辺）の情報を紹介する

地域雑誌 ＊２０ や朝日新聞に，ＪＩＴが実施していたアフガニスタン難民へ古着を送る活動が掲載され，

これに関心を抱いた地域住民が連絡をとったことによる。

より地域住民との関係構築が深まり，ＪＩＴの活動が日本社会に広く知られるきっかけとなったの

は，やはり ３．１１ の際の被災者支援である。地域雑誌の創刊者の一人である森まゆみ氏が，３月 １４

日に「大塚モスクではアフガニスタン支援の経験を生かし，すでに東北のパキスタン人などの安否

確認と支援物資の輸送を始めたらしい」との情報を耳にしているように ＊２１（森， ２０１３：６），ＪＩＴで

は震災発生直後から支援活動が開始された。こうした活動を耳にした人々が集まり，被災地へおに

ぎりを届けようと，通称「おにぎりにぎり隊」が緩やかに形成されていく。これには「大塚の近隣

町会，商店街の方たち」「地域住民」「マレーシアから支援に来た人」など多数が携わったとされる

（森， ２０１３：３３）。

大塚モスクはすぐに手狭になり，その後は同地域の大観音光源寺の境内が借りられ，連日のよ

うにおにぎりが握られた。また，おにぎりに必要な米は根津の米店から半額で提供され，被災地へ

届けるための支援物資も近隣の商店によって寄付や原価で融通された。ＪＩＴが中核的な役割を担

い，地域住民を巻き込みながら，支援の輪は広がりを見せていったのである。その後もＪＩＴには，

支援物資や炊き出し用の食材などが日本各地から届けられただけでなく，こうした活動は新聞記事

や書籍にまとめられ広く日本社会に知られることとなった。現在展開されているシリア難民支援も，

３．１１ の際に築かれた地域社会とのつながりや日本社会の示した理解によって，展開されている側面

がある。
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もっとも，ＪＩＴは ３．１１ 以前から国内外で様々な活動を行っていた。ムスリムは地域住民の反応

に敏感であるとした上で，地域社会に協調し，自らのことを知ってもらう努力をしていることが指

摘される（三木， ２０１７：３９）。これに日本は不足なく応えているといえるか，と問題提起をする三木は，

ムスリムと日本人の関係は「ムスリムのみが熱いアンバランスなもの」であるとして，両者の平行

関係が形成されることを危惧している（三木， ２０１７：４０）。３．１１ という大災害は，ＪＩＴにとっては本

格的な市民活動への参画となり，日本社会がＪＩＴに目を向ける機会を創出した。結果としてＪＩＴひ

いては滞日ムスリムに対する日本社会の理解は促進されたと同時に，ＪＩＴの側にも同様の機会を与

えたのではないだろうか。３．１１ 後はＪＩＴ関係者が社会に認められたという思いを述べたように（子

島， ２０１８：２０），これまでは外国人やムスリムとして他者化されがちであった彼らは，予期せず発生

した災害への応答を通して社会の承認を部分的に獲得したといえる。

⑶ 日本・トルコ・シリアをつなぐもの：「ご近所」概念考

ＪＩＴは，３．１１ を主なきっかけにして実際に活動に参画した地域住民や，その活動を報道やＳＮＳ

などを通じて知り賛同を示す日本人によっても支えられており，ムスリム同胞の連帯を日本社会へ

と広げている。シリア危機はムスリム同胞が危機的な状況に置かれているという点でウンマへの危

機でありながら，国際社会が対処すべき人道危機でもあり，滞日ムスリムにとって重層的に認識さ

れる。人道危機としての認識は日本人も同様に持ちうるものであり，滞日ムスリムによるシリア人

への信仰に根ざした同胞支援は，日本人も参画が可能となる。なお，内戦下のシリア社会と難民化

に伴い形成された離散シリア人コミュニティは，ナショナルな同胞意識によって連帯を示す。

ＪＩＴのＡ氏やＢ氏への聞き取り調査において，シリア難民支援やこれまでの活動理由が説明され

る際に頻繁に聞かれたのは，「ご近所」や「隣人」という言葉であり，語りである。例えば，ＪＩＴ

のＡ氏は「イスラームはご近所付き合いを大切にしなさい，と教えているんですね」＊２２，「ムスリム

だけでなく，日本人にしても，他の宗教の信者にしても，みんなご近所さん」（子島， ２０１８：２９）と

シリア難民支援の理由を説明する。こうした語りは，３．１１ の被災者支援の理由や動機を語る際にも

見られた。Ａ氏は「隣人が空腹で苦しんでいる時に自分だけ腹一杯食べるような人は信者ではない。

そういう教えがあるんですね」と話したり ＊２３，「イスラムでは，ご近所さんを家族と同じように大

事にするという教えがあります。支援に行ったのは，私たちにとっては当たり前のことだったんで

す」＊２４ と １００ 回以上を数える被災地での炊き出し支援の活動を説明している。同様の語りは，ＪＩＴ

の活動に携わった滞日ムスリムにも見られた。彼らは ３．１１ の際の被災者支援の理由を「隣人が困っ

ているのに助けないのはムスリム（イスラム教徒）じゃない，と神様が言っている」＊２５（森， ２０１３：８８）

と説明している。

これらの語りからは，「ご近所」や「隣人」が困っている際には手を差し伸べ助ける，「ご近所さ

んを家族と同じように大事にする」，というイスラームの教えが活動の動機や理由付けとして存在

しているとわかる。事実，イスラームは善行を積むことを推奨しており，預言者は隣人に親切にし

たり思いやりをもって接するよう信徒へ伝えたとするハディース（預言者言行録）も存在する（牧野， 

２００１：３１２－３１３）。ウンマへの連帯はムスリムにとって自明のものであり，特別に言及されることはな
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い。ここではむしろ，それを用いると活動対象はムスリムに限定されてしまうため，自らの活動実

態にそぐわない。そのため，ウンマへの連帯が前提にありながら，より包括的でハディースにも登

場し，かつ日本人にも馴染みのある「ご近所」の言葉が用いられているのであろう。

また，通常「ご近所」とは日常的に接する範囲を指し，多方面で付き合いが生じるものであ

る。ところが，ＪＩＴのＡ氏を含め活動に参加する滞日ムスリムにとって，「ご近所」の範囲は融通

無碍に伸び縮みし，グローバルな広がりを見せるものであった。言うなれば，豊島区大塚の商店街

の人々も，アフガニスタンの子どもたちも，３．１１ で被災した東北の人々も，内戦に苦しむシリア

の人々も，ＪＩＴにとっては「ご近所」として位置づけられている。さらにいえば，「ご近所」の語

を用いる言説は，彼らにとって自らの行動はイスラームの信仰に根ざしながら日常的に実践され

る「毎日の日課（everyday rituals）」として捉えられている，と理解できないだろうか。移民がト

ランスナショナルな空間で行う「毎日の日課」は，常に移民先の文化と，個人や集団レベルにお

ける自らのアイデンティティを交渉する過程で構築されていくものである（Al-Ali， ２００２； Erdal and 

Borchgrevink， ２０１７：１３５）。ＪＩＴのＡ氏は，３．１１ の際の支援を「ご近所」への「当たり前のこと」

として差し伸べ，シリア難民へも同様である。物理的な距離では「ご近所」同士となり得ない日常

的な関係性を自ら構築し，彼らへの支援は「毎日の日課」として展開している。また，日本人から

すれば「ご近所付き合いを大切にする」ことは社会通念として共有されており，イスラームの教え

と言われなくても納得のいくものであろう。つまり，彼らは自らの行為を日本人にとってわかりや

すい言葉で説明することで，移民先である日本の文化と移民としての立場を交差させながら，言説

を紡いでいると考えられる。

現代日本では，これまで人々のつながりを作ってきた地縁・血縁・社縁が希薄化し，「無縁社会」

と呼ばれるような状態に陥っていることが指摘される（橘木， ２０１０）。こうした中を襲った ３．１１ は，

これを境に「無縁」から「絆」の時代へ現代日本を変化させつつあり，そこで果たされる宗教の役

割も改めて重要視されるようになった（櫻井， ２０１２：１９）。ＪＩＴの被災者支援は，イスラームという

宗教に根ざした連帯が地域社会へと果たす役割を，移民の立場から示すものであった。その後も

ＪＩＴの姿勢はイスラームの連帯をベースにしながら自ら地域社会へ積極的に関与するもので，その

取り組みは豊島区大塚から東北，アフガニスタン，そしてシリアまで地続きである。日本社会では

圧倒的なマイノリティである滞日ムスリムによるＪＩＴの活動は，地域住民にどのように映り，理解

されているのか。日本社会の側の受け止め方については，住民への聞き取りなど地域社会の包括的

な調査が必要であるが，こうした姿勢に賛同する人々によってもＪＩＴの一連の活動は支えられてい

ると考えることは可能であろう。

４　おわりに

ＪＩＴを起点とした滞日ムスリムによるシリア難民支援は，ＪＩＴのＡ氏や滞日シリア人であるＢ氏

の個人的なつながりやネットワークを介して，トルコを拠点とするシリア人ＮＧＯに到達し，両者の

連携により実現されていた。また，連携されたシリア人ＮＧＯはいずれも過激派との関係性が排除さ
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れ，慎重な選別の下で決定されていた。活動は日本語で発信され，地域行事への参加を通じて日本

人からも寄付が寄せられる。連携先の慎重な選別や日本語での発信などに積極的なＪＩＴの姿勢から

は，日本社会に移民として生きる自らの基盤を大切にしたいとの意思が反映されていると考えられ

る。

また，ＪＩＴの活動は主に ３．１１ の被災者支援を契機にして，日本社会の認知度向上や，これが本

格的な市民活動への参入へと結実した背景があった。同過程で構築された日本との社会関係資本は，

シリア難民支援においても生かされている。その意味では，日本の移民コミュニティの制度的完成

を影で支えているのは日本人であることが指摘されるように（福田， ２０１２：２９２），多国籍のムスリム

移民のコミュニティを形成するＪＩＴも同様に日本人によって補完されているといえる。

ＪＩＴに集う滞日ムスリムの支援対象は，３．１１ の被災者やシリア難民へと広がりを見せ，彼らは

「ご近所」として説明された。つまり，ＪＩＴのシリア難民支援は「ご近所」へ差し伸べられるもの

として，日常的な付き合いの延長に位置づけられ，トランスナショナルに，かつ「毎日の日課」と

して展開されている。彼らの「ご近所」への言及は，滞日ムスリムの立場を自覚する彼らが，自ら

の活動を日本社会において相対化する過程で生じたものであろう。彼らにとって「ご近所」は融通

無碍に伸び縮みし，その範囲はウンマをも超越する形でイスラームの信仰に根ざす支援が続けられ

ている。本稿では対象の限定性もあり，多様なシリア人ＮＧＯの一端を描くに留まった。また，「ご

近所」概念については，地域住民への聞き取り調査も併せて，今後より包括的な考察を行いたい。

＊１ シリア人ＮＧＯは，シリア人ディアスポラ組織として言及され，レバノンで展開される同胞支援の活動事例やジュ
ネーブでの和平交渉の場で果たした役割などが分析され始めている（Carpi and Fiddian-Qasmiyeh， ２０２０）。

＊２ 日本においては仏教者やキリスト者によるＮＧＯの活動が早いものでは １９３０ 年代から始められ，１９８０ 年代後半
にはこれらのネットワーク形成が開始されていたことが明らかにされている（稲場， ２０１１：１４９－１５１）。これらは
いずれも主に日本人により担われてきたもので，日本発のＦＢＯとして捉えることができる。移民が主体となるも
のについては，インドシナ難民の中のベトナム難民によるカトリック教会を通じた共同体とその全国的なネット
ワーク形成の事例が挙げられる。彼らの関心事は日本での定住化に伴う自身の生活基盤やコミュニティ形成であ
り，彼らの宗教実践の場は，祖国とのつながりを確認したり「自己のエスニック・アイデンティティを形成して
いく場」として機能していたことが指摘されるものの（川上， ２００１：２４７），ＦＢＯとしてその活動が国際的な広が
りを見せるには至っていない。

＊３ 組織としてはＪＩＴが大塚モスクよりも上であり，大塚モスクの運営はＪＩＴの活動の一環として位置づけられる
（子島， ２０１４：９）。

＊４ 中には既にトルコの市民権を得た人も存在した。トルコでのシリア人ＮＧＯへの聞き取り調査より（２０１８ 年８月）。
＊５ トルコ内務省のシリア支援に携わる部局である，移民管理総局（ＤＧＭＭ：Directorate General of Migration 

Management）ページ参照。
＊６ イスタンブル県における一時的保護下のシリア人は ５３ 万 ３８６８ 人（２０２１ 年 １０ 月 １４ 日時点）と最も多い。参照

ページは注５と同じ。
＊７ 「特定活動」は出入国管理及び難民認定法において「法務大臣が個々の外国人について特に指定する活動」と定義

されている。難民認定申請をした者は，申請結果が出るまで多くの場合に「特定活動（その他）」を理由とする在
留資格を得る。

＊８ 法務省の在留外国人統計による。
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＊９ UN News, １８ October ２０２１ （https://news.un.org/en/story/２０２１/１０/1103342， ２０２１ 年 １１ 月 ３０ 日アクセス）
＊１０ シリア難民は次いでレバノンに約 １００ 万人，ヨルダンに約 ６５ 万人が避難している（ＵＮＨＣＲ， ２０１９）。
＊１１ ＪＩＴの ３．１１ 支援の開始のきっかけには，トルコのＮＧＯであるＩＨＨに背中を押されたからであるとされる。地

震からすぐ後にトルコから電話があり，ＩＨＨのメンバーから日本に支援に行くから案内して欲しいとの依頼で
あった。これをきっかけにして，Ａ氏は「トルコから支援にやってくる人がいるんだから，私たちもなにかしな
くちゃいけない」という気持ちになったと話す（子島， ２０１４：９－１０）。

＊１２ Ａ氏への聞き取り調査より（２０２０ 年５月 ２９ 日）。
＊１３ Ａ氏への聞き取り調査より（２０２０ 年５月 ２９ 日）。括弧内は筆者補足。
＊１４ この方針は，これまでのＪＩＴの支援活動でも同様である。シリア難民支援では，支援の届きにくい場所での支援

展開を行った際にボランティアが死亡するという出来事も経験している。
＊１５ 国内のイベントとして，例えば ２０１９ 年４月にはＪＩＣＡ（国際協力機構）の地球ひろばで実施された「協力隊ま

つり」や同年には東京大学の５月祭に参加し，商品の販売や募金活動が展開された。
＊１６ ２０００ 年７月から ２００１ 年にかけて弁護士や医師，作家，教師，研究者などの「有識者」と称される人々が，市民

社会の確立を目指して政権への改革を要求した一連の動きを指す。彼らは各地で文化会議を結成するなど，市民
社会の醸成に向けて奮闘したが，同運動は現シリア政権による強権の発動により，徹底した弾圧を受けた。

＊１７ 現在は SEMA International としてフランス，イタリア，アメリカのシリア人医師組織が参加する国際ＮＧＯへ
と展開している。

＊１８ Ｂ氏への聞き取り調査より（２０１８ 年４月 １３ 日）。
＊１９ Ａ氏への聞き取り調査より（２０２０ 年５月 ２９ 日）。
＊２０ 『谷中・根津・千駄木』のタイトルで発刊されていた同地域雑誌は，ミニコミの金字塔として知られる。
＊２１ 実際には，大塚モスクは３月 １２ 日から被災地へおにぎりや物資を届けている。
＊２２ Ａ氏への聞き取り調査より（２０２０ 年５月 ２９ 日）。
＊２３ Yahoo! Japan ニュース「駆け付けぬ選択肢はなかった 東京のイスラム教徒 炊き出しなど １００ 回超 東日本大震災 

＃あれから私は」， （https://news.yahoo.co.jp/byline/minamiryuta/20210310-00226479/， ２０２１ 年８月 １０ 日アクセ
ス）

＊２４ ニッポン複雑紀行「宮城や福島で炊き出し １００ 回，なぜならそれがジハードだから。被災地でカレーをふるまい
続けたムスリムたちの話」（https://www.refugee.or.jp/fukuzatsu/shihotanaka０１， ２０２１ 年８月 １０ 日アクセス）

＊２５ 森氏が大塚モスクを初めて訪れた時の（２０１１ 年５月 １６ 日）記述より。大塚モスクの要請で福島県いわき市へ炊
き出しの手伝いに赴いた同日の様子が描かれている。
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This paper describes how the Otsuka Mosque and the Japan Islamic Trust (JIT) built 

a network for Syrian refugee relief work through the analysis of primary documents and 

interviews with relevant persons. JIT’s relief work for Syrian refugees was mainly delivered 

to internally displaced people in northern Syria in collaboration with several Syrian NGOs 

based in Turkey. The coordination was achieved through the personal networks of JIT 

representatives and JIT-affi  liated Syrians in Japan, as well as through information sharing 

and scrutiny via social networking sites. The Syrian NGOs coordinated with JIT were non-

profit organizations that are not “politically involved” and are not “extremely religious”. 

This refl ects their caution against Islamic extremists who become active during the Syrian 

civil war and their awareness of their own position as immigrants in Japanese society. In 

addition, donations to JIT’s support for Syrian refugees was achieved with the support 

of the Japanese. The representatives of JIT and Muslims living in Japan who participate 

in JIT activities are motivated by the Islamic teachings of reaching out and helping their 

“neighbours” and “neighbours” in need. This paper points out that for them, the scope of 

“neighbourhood” is fl exible and expands globally. Finally, it indicated that the way Japanese 

society perceives the activities of JIT is an issue that needs to be addressed in the future.
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